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日弁連意見書の要約

日本弁護士連合会が 2011 年に出した「集団フッ素洗口・塗布の中止を求める意見書」
は大変優れたものですが、その性格上、冗長な文面が多々あり、すべて読むのは難しく、

結局、要点をつかみにくかったり、必要な事項を見つけにくかったり、あるいは読むのを

諦めてしまう例もあるので、わかりやすく読んでいただけるよう簡潔にまとめました。

一部の学術的表現は、平易な表現に変更して、専門家でなくても読みやすいようにして

います。 全文はこちらで読むことができます。（「日弁連 フッ素 意見書」で検索）

https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/110121.pdf

集団フッ素洗口・塗布の中止を求める意見書

2011年 1月 21日 日本弁護士連合会

意見の趣旨

１，虫歯の予防のために保育所・幼稚園・小学校・中学校・特別支援学校等で実施される

フッ素洗口・塗布には、以下のような問題点がある。

（1）安全性
急性中毒・過敏症状・斑状歯の危険、全身影響への懸念がある。

（2）有効性（予防効果）
有効性は従来考えられていたのより低い可能性があり、さらに、フッ素入り歯磨剤が

普及している現状において、洗口や塗布と二重にフッ素を使っても、より効果があるの

か疑問である。

（3）必要性・相当性
虫歯は急性感染症ではないうえ、予防方法はフッ素以外に様々あり、虫歯が減った現状

では集団的にフッ素洗口・塗布を実施する必要性・相当性に重大な疑問がある。

（4）使用薬剤・安全管理等
薬剤の調剤・管理、洗口の実施等が教職員に一任され、安全管理に問題がある。

試薬を使う例もあり、薬事法に違反する。

（5）追跡調査
予防効果や安全性の追跡調査が行われていない。そもそも困難である。

（6）環境汚染
洗口後の排液は水質汚濁防止法や下水道法に違反した環境汚染の恐れがある。

2、このような問題点から、集団フッ素洗口・塗布の必要性・合理性には重大な疑問があ
るにも関わらず、行政等の組織的な推進政策によって学校等において実施されているため、

個々人の自由な意思決定が阻害され、安全性・有効性・必要性等に関する否定的見解も情

報提供されず、プライバシーも保護されていない。

よって、集団フッ素洗口・塗布は自己決定権・ 知る権利・プライバシー権が侵害され
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る違法なものである疑いがある。

意見の理由

＜その 1 はじめに＞

１、2003年の「フッ化物洗口ガイドライン」
2000 年、厚労省は健康日本 21 を発表。その中で 8020 運動を歯科保健目標に揚げたの

ち、2003 年に「フッ化物洗口ガイドライン」を発表し、文科省・地方自治体を通じて学
校等においてのフッ素洗口の普及が図られるようになった。

2、2007年に人権救済申し立て
2007 年に市民団体等から当会に、集団フッ素洗口・歯面塗布の中止を求める人権救済

申し立てがあり、本問題を再度（1981 年にも同様の意見書を提出）調査・検討すること
にした。

調査は申立人ら団体、厚労省、文科省、環境省、製薬会社から提供された資料や当会が

収集した資料を検討し、申立人らが推薦する歯科医師・医師・学校職員・保護者・厚労省

・文科省・環境省との面談調査を行い、様々な観点から慎重に検討した。

＜その 2 本意見書の基本的観点＞

集団フッ素洗口・塗布の是非を検討するための基本的視点は「化学物質・医薬品に関する

予防原則」と「基本的人権の尊重」の 2点である。
1、予防原則
近年、多種多様な化学物質が環境中に拡散して化学物質過敏症も増えているが、化学物

質を個別に規制しても、「微量・複合影響」という現代型汚染に対処できず、毒性が詳し

くわかるまでの間に健康被害が進むおそれがある。

毒性が科学的に証明されていなくても、そのおそれがある場合（仮説として指摘されて

いる場合）、被害を未然に予防すべきという予防原則の考えが世界標準となってきている。

この原則は、特に解毒作用が十分でない子どもの健康保護のために適用されることが求

められ、1997 年のマイアミ宣言では、子どもは環境汚染に傷つきやすく、既存の基準値
以下で健康問題の可能性があるから「暴露の予防こそが子どもを環境の脅威から守る唯一

かつ最も効率的な手段である」とされた。

医薬品についても、予防原則に基づき、因果関係（毒性など）が確定する前のグレー段

階において、安全性情報を公表すべきとしている。（2010 年薬害肝炎事件の検証及び再発
防止のための医薬品行政のあり方検討委員会）

化学物質・医薬品の安全性評価は、最初は安全とされていても、後世になって危険だと

わかることがあり、被害が現実化・深刻化する前に予防的に対処する必要があり、フッ素

利用も予防原則の観点で対処する必要がある。

2、公衆衛生政策における基本的人権の尊重
公衆衛生政策は、対象が国民全体の幸福・健康を目指すため、パターナリズム（専門家

が一方的に判断して行う）に陥りやすく、少数者の人権侵害をもたらす危険がある。
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予防接種禍事件やハンセン病患者の隔離政策などがそうである。

それらの反省から、ハンセン病問題に関する検証会議は 2005 年、医療における自己決
定権及びインフォームドコンセントの権利等を中心とした患者・被検者の諸権利を法制化

することを提言した。

つまり、公共の福祉を理由に、個人（特に少数者）の人権を軽視することは許されず、

集団フッ素洗口・塗布においても自己決定権等の保障は極めて重要であるが、子ども全体

の虫歯予防という「善行」の名の下に実施される公衆衛生政策であるため、公権力による

少数者の人権侵害の危険性をはらんでいる。

＜その 3 フッ素利用の経緯等＞

1、フッ素利用の始まり
水道水中フッ素濃度が 1ppm であれば虫歯が少なく、かつ中等度以上の斑状歯が見られ

ないという報告があり（注：軽度の斑状歯を無視した暴挙であるのだが）、1945 年にアメ
リカのグランドラピッズ市で水道水フッ素添加が開始され、その後、諸外国でも上水道フ

ッ素添加が導入されていった。

他のフッ素の利用法では、食塩・牛乳へのフッ素添加、フッ素入り錠剤内服、フッ素洗

口、フッ素塗布・フッ素入り歯磨剤が開発された。

2、フッ素利用に関する論争
水道フッ素添加は反対運動もあり、ヨーロッパの多くの国で、水道フッ素添加が中止に

なっていった。

歯科・医科・毒物・化学・環境等に関わる科学者からも反対論があり、フッ素利用に批

判的な研究報告がされている。

3、反対論の原因・背景
フッ素による被害としては、高濃度フッ素飲料水（井戸水など）の飲用により、歯や骨

に異常が生じる「地域性フッ素中毒症」が世界各地に存在する。

日本でも宝塚や西宮で水道中フッ素濃度が高いために斑状歯が多発し、1970 年ころに
大問題となった。（注：上水道が普及する以前は宝塚の他、阿蘇や桜島など、日本各地に

井戸水のフッ素濃度が高く、斑状歯地区となっている所があった）

このようにフッ素の過剰摂取で健康被害が生じることから、たとえ虫歯予防目的であっ

ても、健康被害を生じさせる有害物質を人為的に暴露させることに対して、根本的に安全

性に対する懸念があるとしてフッ素利用に対する反対論が社会の中に存在すると言える。

＜その 4、フッ素利用の安全性＞
1、急性毒性
（1）急性中毒のおそれ
フッ素の急性中毒症状は、よだれ、悪心、嘔吐、腹痛、下痢、けいれん、昏睡などがあ

る。

フッ素洗口・塗布用フッ素医薬品の添付文章にも、誤って飲用すると、嘔吐・腹痛・下
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痢などの急性中毒を起こす場合があると明記されている。

しかし、ガイドラインでは「急性中毒の心配はない」とされている。これは、胃洗浄な

どの即座の治療・入院が必要になる見込み中毒量の体重 1 ㎏あたりフッ素 5 ㎎という
Wittford の見解や、Baldwin の実験から体重 1 ㎏あたり 2 ㎎が急性中毒量だと推定した飯
塚らの見解などから、フッ素洗口では全量飲み込んでも中毒量に達しないとしたからであ

る。

しかし、Baldwin の実験は 100 年前で、しかもたった一人（Baldwin 自身）だけが実験
台になった一例に過ぎず、また、Wittfordの基準も一般的に用いられていないものである。
最小中毒量は体重 1㎏あたり 0.1～ 0.2㎎という見解もある。（注：かつては中毒量が、

はっきりわかっていなかったが、中毒事故や人体実験などによって、2 ㎎よりもかなり少
ない量でも急性中毒が発生することが明らかになったが、フッ素を推進する側は一切見直

しをしていない）

体重 20 ㎏の児童がフッ素洗口液（900ppm・5 ～ 10ml）を全量誤飲すると、体重 1 ㎏あ
たり 0.225～ 0.45㎎となり、その最小中毒量を超えることになる。

（2）急性中毒の被害実例
1987年、新潟大学歯学部予防歯科学教室で学生にフッ素量 18mgのフッ化ナトリウム溶

液を飲ませる人体実験が行われた。

体重 1kg あたり 0.28 ～ 0.4mg のフッ素量だが、多くの学生は腹痛・よだれ・顔色変化
などの症状が現れた。

申立人団体による 2008年と 2009年の教職員へのアンケート、および当会による教職員
・保護者への調査で、以下の事例が報告されている。

「吐き気を訴える子どもたちはたくさんいた」「集団フッ素洗口の際、保健師が『洗口液

を飲んでも大丈夫』と言ったことから、子どもが洗口液を飲んだところ、のどや胸の不快

感を感じ、気持ちが悪くなり、保健室で休んだことがある」「風邪で休んでいた子どもが

登校後、フッ素洗口を行い、具合が悪くなった」「洗口後に唾液が出過ぎで同意を取り消

した」「嘔吐した」「洗口液を飲み込んだ後に腹痛を訴えた」「吐気や体調の異常を感じる

などの症状が現れた」「洗口後、頭痛を起こした」「塗布直後、吐き気・嘔吐・頭痛等を

訴えた」「塗布後に嘔吐と気分不良を訴えた」「子どもに蕁麻疹が出て病院にかかった」

また、フッ素洗口をしている保育園児が、2 年間ずっと消化器系の具合が悪く、フッ素
洗口を止めた後、治ったとの指摘もある。

2、過敏症状・アレルギー
フッ素洗口・塗布の医薬品の添付文書には「副作用」として「過敏症状が現れたとの

報告がある」と明記されている。

文献上もアレルギーが疑われた症例報告がある。

平成 16 年の厚労省労働科学研究班「地方自治体におけるフッ化物利用に関する全国実
態調査報告書」には、集団フッ素塗布後、アレルギー症状の事例が 2件あったとある。
しかし、ガイドラインには「アレルギーの原因となることもない」と記されている。

たとえ純粋な（教科書的な）アレルギー反応ではないとしても、副作用としてアレルギ
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ー様症状（過敏症状）が生じうるから、「過敏症状の危険性はある」と言うべきである。

3、歯のフッ素症（斑状歯）
歯のフッ素症の安全基準は不明確であり、水道水質基準以下でも歯のフッ素症の危険性

は必ずしも否定できない。

日本人はフッ素を多く含有する魚介類やお茶類を多く摂取するため、フッ素曝露量が多

い。また、近年はほとんどの歯磨剤にフッ素が添加されていて、さらに曝露量を増やして

いるため、歯のフッ素症を起こすリスクが高まっている。

軽度の歯のフッ素症は問題にならないとの意見もあるが、審美上の問題は個々人が判断

すべき問題であり、その意見は専門家によるパターナリズムに基づいた不適切な考え方で

ある。

4、歯のフッ素症以外の危険性
ガイドラインではフッ素洗口による骨・がん・神経系および遺伝系疾患・腎疾患などへ

の影響を否定している。

しかし、近年の海外において、フッ素の全身影響の研究では、骨粗鬆症・発がん・神経

系・内分泌系・腎機能低下など、多数の報告があがっていて、全身影響への懸念は払拭さ

れていない。

5、自然界からの暴露
フッ素が自然界にあることを、フッ素に危険性がない理由にあげているが、ヒ素・カド

ミウムなどの自然界にある重金属等によっても健康被害は発生する。（注：自然界にある

毒性物質はそれ以外にも水銀や鉛、放射性物質など、たくさん存在する）

自然界に存在し、微量に摂取していることを人為的なフッ素利用の安全性の根拠とする

ことは、到底できない。

＜その 5 フッ素洗口・塗布の有効性＞

フッ素の予防効果に関するこれまでの日本の調査では、洗口で 30～ 80％、あるいは 20
～ 50％、34～ 55％、52～ 77％など、ばらばらの報告である。
そもそも、医薬品の有効性評価は対象者を無作為で抽出し、薬剤と偽薬のいずれかを対

象者・検査者ともにわからないようにし、さらに他の要因を排除しなければ正しい答えが

出てこないが、これら 3要件が満たされておらず、過大評価されている可能性があり、信
頼性は高くない。

2003 年のコクランレビューでは、洗口で 26 ％、塗布で 21 ％、フッ素入り歯磨剤とフ
ッ素洗口（または塗布）の同時使用では効果なしであった。

また、アメリカ歯科医師会は 2006 年に、虫歯の少ない者にはフッ素は効果がないだろ
うと発表した。

多くの歯磨剤にフッ素が含有されている現状では、さらに洗口や塗布を行うのは疑問で

ある。
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＜その 6 集団フッ素利用の必要性・相当性＞

1975年をピークに虫歯は一貫して減ってきている。
2010 年には 12 歳永久歯の虫歯は 1.29 本にまで減っていて、WHO の目標の 3 本はもち

ろん、健康日本 21の目標の 1.4本もクリアしている。
フッ素入り歯磨剤の普及以前から虫歯は減少している。

集団洗口の実施率が低い東京や広島などでも虫歯が減っており、フッ素利用が虫歯を減

らしたとは言い難い。

そもそも、虫歯は多くの要因が重なって発生するのであり、単純にフッ素で虫歯が予防

できるというものではない。

虫歯予防法は歯磨き・定期検診・歯科衛生指導・咀嚼習慣の指導・甘味飲食品の種類、

摂取量、回数の制限・バランスの取れた栄養素の摂取など、多くの方法がある。

虫歯は急性感染症ではなく、その蔓延状況も収まり、フッ素以外の予防方法も存在する。

予防接種法所定の感染症であっても「個人の意思の尊重と選択の拡大等の時代の流れに

沿った施策」から、1994 年に集団接種から個別接種に法改正されるなど、集団による保
健活動を見直す必要性が認識されていることを鑑みても、虫歯においても各個人の予防対

策が基本とされなければならない。

＜その 7 集団フッ素洗口での使用薬剤、安全管理等＞

洗口マニュアルでは試薬から洗口液を作ることを紹介しているが、薬事法上の承認医薬

品ではない試薬を処方することは薬事法令上、予定されておらず、たとえ不純物の少ない

特級試薬を学校歯科医の判断で使ったとしても、薬事法制度の承認・審査の枠外にあり、

治療または予防上、試薬を持ちいらなければならない特段の事情もないため、集団フッ素

洗口のための試薬の処方は薬事法の目的・趣旨を逸脱する違法な行為と言える。

ガイドラインでは施設職員が薬剤を溶解・希釈するとされていて、実際に養護教諭など

の教職員が行っている例が多いが、薬剤師が濃度を間違える例もあり、大量の薬剤の溶解

・希釈の過程は不適切となるおそれが大きい。

1978 年 12 月 26 日の函館地裁判決は「（医師が）患者に医薬品を服用させるにあたって
は、自ら調合するか、あるいは事務員が調合するときは自己の直接の指揮下で調合させる

か、事後に調合に誤りがないかを確認すべき業務上の注意義務がある」とある。

集団フッ素洗口における洗口液の調製の過誤は、子どもらの生命・健康に大きく関わる

から、上記判例に照らしても、大量の薬剤を溶解・希釈する行為を無資格者である学校職

員に一任することは安全管理体制として極めて不適切である。

歯科医師会の小児う蝕抑制臨時委員会では「洗口を集団的に行う場合は医療の場でフッ

化物を応用するときの管理的な注意が大切」とあり、また、文科省の歯科保健参考資料で

は「しっかり手順を踏んで実施する必要がある」など、実施上の安全性確保を求めている。

しかし、学校現場で専門家の監督はなく、休み時間などに短時間で行われ、教職員が多

忙な業務の中で多数の子どもたちの洗口状況を十分に監督し、飲み込みに対する監督を行

うことは極めて困難である。

実際、故意に洗口液を飲み込む事例、いたずらで他人に洗口液を飲み込むよう仕向ける

事例、特別支援学級生徒では洗口が困難だったり吐き出しが困難な生徒がいる、4 歳児が



- 7 -

洗口を安全にできるかとの保育士の疑問などの報告がある。

専門家の関与は歯科医師による薬剤の指示書の交付と薬剤師による調剤程度で、薬剤の

保管・洗口液の調製・管理・運搬・洗口の実施が学校に一任されている状況では「医療の

場の管理的な注意」「誤飲の注意」「歯科保健管理下」「学校歯科医の管理と指導の下」と

いう安全性の前提条件は満たされていない。

＜その 8 追跡調査＞

有効性・安全性についての実態調査は行われていない。

そもそも集団フッ素洗口・塗布は副作用等を常時監視できる体制ではなく、追跡調査は

困難であり、根本的に薬事法の市販後調査制度の趣旨・目的を黙殺することになる。

＜その 9 集団フッ素洗口による環境汚染の危険性＞

ガイドラインでは洗口後の廃液をそのまま排水口に流してよいとしている。

しかし、水質汚濁防止法及び下水道法では浄化槽が設置されている場合（注：下水道が

なくて排水を自前の浄化設備で浄化して側溝等へ流すケース）、フッ素の排水基準が 8㎎/l
(＝ 8ppm) と定められ、違反には罰則規定があるにも関わらず、ガイドラインは全く配慮
されていない。

フッ素洗口液は排水基準の 28~112 倍のフッ素濃度であり、下水道がなくて浄化槽を設
置している学校では、多人数分の廃液が反復継続的に排出されるため、希釈されたとして

も排水基準違反になる可能性がある。

下水道が完備されている学校では、上記排水基準は適用されないが、一般環境中のフッ

素水質基準が 0.8mg/l（0.8ppm）であり、その 282~1125 倍という高濃度の排液を反復継続
的に排出されることによる環境汚染の危険性は無視できない。

＜その 10 人権侵害及び政策遂行上の違法性＞

以下のように「自己決定権の侵害」「知る権利の侵害」「プライバシー権の侵害」があ

り、集団フッ素洗口・塗布は違法である疑いがある。

１、自己決定権侵害①（事実上の強制）

洗口マニュアルには「集団でのフッ化物洗口を実施するのは当然のこと」「啓発活動が

終了した直後、保護者には子どもがフッ化物洗口に参加することを認めてもらえるよう説

得することも必要」と記されている。

また、厚生労働科学研究主任研究者眞木吉信は「県の保健政策にフッ化物洗口を導入す

るためには『強制力』が最も重要」と述べており、政治的強制力を用いて集団フッ素洗口

を導入し、かつ対象者を説得して同意を取る発想は、専門家の権威を背景としたパターナ

リスティック（父権的）な介入・干渉に基づくものと言わざるを得ない。

地方自治体では、厚労省の「8020 推進運動特別事業」から予算をもらってフッ素利用
を進めることが多い。事業・予算が決定していることを理由に市町村が学校にフッ素利用

を求める実態があり、フッ素利用の判断は現場の学校教職員や保護者などの主体的判断で

はなく、学校や個々人の自由な意思決定に圧迫・干渉のおそれがある。

実際、以下のようなアンケート調査によって行政による強制力がみられる。
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「実施率の低い学校の校長が教育委員会から実施率を上げるよう指導された」「フッ素洗

口の実施日や回数を学校から市教育委員会へ報告するよう求められる」「保護者に対し、

メリット・デメリットを記載した印刷物を交付した教員が教育委員会に呼び出され『行政

が進める事業に反対することは公務員としての資質に欠ける』旨の指導を受けた」「管理

職が養護教員に対し、人事的差別・異動を背景にしてプレッシャーをかける」「学校長が

実施率を気にする（学校評価・教職員評価に関係していると思われる）」「教頭または養

護教員が担任から聞き取りした意見のうち、反対意見は教育委員会へ報告されていない」

以上のように学校ひいては個々人の自由な選択に対する圧迫・干渉等があり、事実上の

強制を招いている。

子ども・保護者に対しての事実上の強制・不利益として、以下の報告がある。

「子どもが嫌がっても教員が説得してやらせている」「子どもらが鼻をつまみ嫌々ながら

洗口をしており、子どもの意志で実施しているのではない」「フッ素洗口を行わない少数

派の子どもたちが精神的に苦しんでいる（保護者が不同意としたが、子どもが友達からフ

ッ素洗口をしない理由を問われるのが嫌だから保護者に懇願した）」「養護教員が、反対

した保護者の子どもに対して『保健委員になる資格がない』と言った」「子ども同士でフ

ッ素洗口をしない子どもに対して『いいんだな』『しないんだよな』というからかいがあ

る」「フッ素洗口を拒否している少数派の子どもには『しないことがいけないこと』とい

う風潮が作られている」「フッ素洗口を希望しない世帯に対し、説得に当たった」「クラ

スで 1人だけ洗口しない子どもがいた際、親が『なぜ、私だけがしないのか』と子どもか
ら聞かれる」

事実上の差別として以下の報告がある。「参加しない子どもは洗口中、何もしない」「参

加しない子どもはコップが最初から配られない」「反対することは、おかしいことだとい

う人がいる」「嫌がらせの手紙が届く」

その他の報告では、以下がある。「反対派と賛成派の子どもたちが対立的雰囲気になっ

たことがあった」

日本の学校教育では画一性が重視され、個々人の自由な思考に基づいた意思表明は行動

が制限される傾向があり、集団フッ素洗口・塗布に関しても、これら調査からも事実上の

強制・不利益・差別等がうかがわれ、自己決定権が侵害されている。

2、自己決定権侵害②（インフォームドコンセント違反）
フッ素洗口・塗布は予防的措置で緊急性がなく、薬剤を処方するものであるから、個々

人の自由な意思決定のため、十分な時間をかけ、懇切丁寧に具体的な説明を行い、熟慮

する機会を保証する必要がある。

フッ素には歯のフッ素症（斑状歯）や全身の病気になる懸念が指摘され、その有効性・

安全性・必要性等について否定的意見が存在し、専門家の間においても積極・消極両論に

分かれている。

フッ素の利用は、医薬品・化学物質の摂取に対する個人の考え方や、虫歯や歯のフッ素

症・全身への影響に対するリスク意識など、各保護者や子供、それぞれの価値観、感性、

理性に関わる問題であり、専門家による一方的な恩恵的判断によるべきではない。

そのため、個人が熟慮できるよう、安全性・有効性・必要性等に関する否定的見解も含
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めた説明をしなければならない。

しかし、ガイドラインでは実施方法、期待される効果、安全性について説明することを

求めているに過ぎず、実際、単に有効かつ安全ということだけが強調された説明が行われ

ている。

洗口マニュアルの希望調査書の書式には「フッ化物応用は安全性や予防効果に優れた永

久歯の虫歯予防方法です。ぜひとも多くの方のご参加をお願いします。」という説明しか

予定されてなく、実際にもそのような内容の文章 1通のみが交付され、同意、または賛意
を照会するのが一般的となっている。

以上のように集団フッ素洗口の説明は、形式的に安全性と効果を強調したもので、急性

中毒・過敏症等の危険性、他の予防方法、有効性・安全性・必要性等に対する否定的見解

の存在等について十分に説明し、その理解と熟慮したうえで自由な選択の機会を保証すべ

きというインフォームドコンセン原則に違反し、自己決定権が侵害されている。

3、知る権利侵害（情報公開・提供義務違反）
集団フッ素洗口・塗布は薬剤を使用する公衆衛生政策であり、また、フッ素利用には賛

否両論があり、長年、世界的にも社会問題となっている公共政策である。 そのため、そ

れを受けるかどうかについては個々人の価値観に従った自由な選択の機会を保証するた

め、行政機関はフッ素利用の有効性・安全性・必要性等に対する否定的見解を含めて積極

的に情報提供する義務があり、もしもフッ素利用の普及促進のための一方的な情報だけを

伝えることは、上記情報を知る権利を侵害するものである。

しかし、実際にはほとんど必要な情報提供は行われておらず、知る権利侵害である。

4、プライバシー権侵害
学校という集団生活の場では、他人からの干渉・圧迫等により、少数の不同意者の意思

が十分尊重されがたい状況も存在するため、プライバシー保護の要請は大きい。

また、本人が上手く飲み込めるかどうかの能力によってもフッ素利用するかしないかに

関係するが、その身体能力に関するプライバシーとして、保護の必要性もある。

しかし、必然的に同意・不同意は他者に知られることであり、プライバシーの侵害が起

こっている。

5、政策の違法性
たとえフッ素洗口・塗布に利点があったとしても、前記の問題点と人権侵害状況に照ら

せば、集団フッ素洗口・塗布以外に虫歯予防手段が多数存在し、もはや、虫歯予防を集団

的に実施する必要性は乏しくなった今日、あえて多くの問題点を抱える集団フッ素洗口・

塗布という公衆衛生政策を遂行しなければならない必要性・合理性に重大な疑問が残る。

「ごく少数の反対派のために多数の賛成派の健康権を奪っている」「選択の機会がある

から選択の自由の侵害はない」と言った批判は、医療における自己決定権・知る権利・プ

ライバシー権の保障の意義を理解せず、抽象的な「公共の福祉」を優先した必要性・合理

性に疑問のある公衆衛生政策によって、個人（特に少数者）の人権保障を犠牲にするもの

にほかならない。
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よって、集団フッ素洗口・塗布に関する政策遂行には違法の疑いがある。

＜その 11 結語＞

当会は 1981 年の意見書において、事実上の強制・薬剤管理・情報提供・追跡調査等の
問題を指摘して改善措置を求めたが、何ら改善措置が図られないまま、ガイドライン等を

契機に、政府及び自治体によって、集団フッ素洗口・塗布の普及促進が図られており、自

己決定権、知る権利及びプライバシー権の侵害の状況及び政策遂行上の違法の疑いを放置

することは、もはやできない。

よって、当会としては上述の諸問題を踏まえ、医薬品・化学物質に関する予防原則・公

衆衛生政策における基本的人権の尊重の観点に鑑み、集団フッ素洗口・塗布を中止するこ

とが相当と考え、冒頭記述の意見を述べる次第である。

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
なお、日弁連の意見書を根拠にフッ素利用に疑問の声をあげても、「口腔衛生学会など

は『意見書は間違いだらけ』と述べています」と、言われることがあります。

業界団体（口腔衛生学会など）が都合の悪い意見に対して屁理屈で否定しようとしている

に過ぎないとして、断固、意見書が正しいと主張していただきたいのですが、2012 年 6
月 8日に日弁連が出した「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項（案）についてのパブ
リックコメントに対する意見」が、実質的に再反論となっています。

http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2012/opinion_120608_2.pdf
（「日弁連 歯科口腔保健 パブリックコメント」で検索）

また、「フッ素問題反論集」にも再反論を掲載しています。


